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で
あ
る
と
い
え
ま
す
。
ア
ル
バ
イ

ト
な
ど
で
得
る
収
入
（
自
前
で
調

達
で
き
る
市
税
な
ど
の
収
入
）
は
、

必
要
経
費
の
40
％
に
満
た
ず
、
実

家
か
ら
の
仕
送
り
（
地
方
交
付
税

な
ど
の
仕
送
り
に
依
存
す
る
収
入
）

に
50
％
以
上
を
頼
っ
て
い
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。
し
か
し
、
そ
れ
で

も
不
足
す
る
分
に
つ
い
て
借
入
金

（
市
債
な
ど
、
学
生
で
は
奨
学
金

に
相
当
）
で
補
填
し
て
い
る
の
が

実
態
で
す
。

　
次
に
、
支
出
の
内
容
を
見
て
み

ま
し
ょ
う
。

　
支
出
は
、
①
か
ら
⑩
ま
で
の
項

目
に
分
か
れ
て
い
ま
す
。

　
①
医
療
費
や
教
育
費（
扶
助
費
）

か
ら
、
④
住
宅
な
ど
の
ロ
ー
ン
の

返
済
（
公
債
費
）
が
一
般
的
に
義

務
的
な
経
費
と
い
え
ま
す
。
こ
の

４
つ
の
項
目
の
合
計
が
、
全
体
の

70
・
5
％
を
占
め
て
い
ま
す
。
次

に
、
⑥
家
屋
の
増
改
築
や
修
繕
料

な
ど
（
普
通
建
設
事
業
な
ど
）
お

よ
び
⑨
車
や
電
化
製
品
の
購
入
費

（
備
品
購
入
費
）
は
、
政
策
的
・

投
資
的
経
費
で
す
が
、
全
体
の

8
・
5
％
程
度
で
す
。
そ
の
他
は
、

光
熱
水
費
な
ど
（
経
常
的
経
費
）

　
本
市
の
会
計
に
は
、一般
会
計
の

ほ
か
に
特
別
の
目
的
の
た
め
の
5
つ

の
特
別
会
計
と
、
企
業
会
計
の
水

道
事
業
会
計
、
下
水
道
事
業
会
計

が
あ
り
ま
す
。

Ⅲ	

特
別
会
計

　
次
頁
の
表
は
、
本
市
の
令
和
3

年
度
当
初
予
算
を
「
年
間
必
要
経

費
4
0
0
万
円
の
所
帯
に
置
き
換

え
た
」
場
合
の
家
計
簿
で
す
。
収

入
の
内
容
か
ら
見
て
い
く
と
、
ま

Ⅳ	

令
和
3
年
度
直
方
市
一
般

会
計
当
初
予
算
を
家
計
簿

に
例
え
る
と

  令和3年度特別会計当初予算内訳（単位：千円）

会　計　名 令和3年度
国民健康保険特別会計 5,838,700
同和地区住宅資金貸付事業特別会計 11,320
介護保険特別会計 6,796,091
後期高齢者医療特別会計 1,015,116
上頓野産業団地造成事業特別会計 17,777
合　　　　計 13,679,004

ず
①
給
料
収
入
（
市
税
）
は
、
全

体
の
24
・
7
％
で
し
か
あ
り
ま
せ

ん
。
ま
た
、
②
家
賃
収
入
（
使
用

料
・
手
数
料
な
ど
）
か
ら
、
⑥
そ

の
他
の
収
入
ま
で
の
収
入
は
合
計

で
、
8
・
5
％
で
す
。
こ
の
①
給

料
か
ら
、
⑥
そ
の
他
の
収
入
ま
で

の
合
計
が
「
自
前
で
調
達
で
き
る

収
入
」
で
す
が
、
合
計
で
年
間
必

要
経
費
の
33
・
2
％
し
か
確
保
で

き
て
い
ま
せ
ん
。

　
一
方
、
⑦
実
家
か
ら
の
仕
送
り

そ
の
１
（
国
・
県
支
出
金
、
各
種

譲
与
税
な
ど
）
お
よ
び
⑧
実
家
か

ら
の
仕
送
り
そ
の
２
（
地
方
交
付

税
）
の
合
計
は
、
全
体
の
59
・

4
％
で
す
。
地
方
交
付
税
な
ど
の

国
か
ら
交
付
さ
れ
る
財
源
（
実
家

か
ら
の
仕
送
り
）
が
年
間
必
要
経

費
の
半
分
以
上
を
占
め
て
い
る
こ

と
が
分
か
り
ま
す
。

　
し
か
し
、
以
上
の
2
つ
の
収
入

を
合
わ
せ
て
も
、
年
間
必
要
経
費

を
満
た
す
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

そ
こ
で
、
⑨
銀
行
か
ら
の
借
入
金

（
市
債
）
に
よ
り
補
填
し
、
必
要

経
費
を
賄
っ
て
い
る
状
況
で
す
。

⑨
は
借
金
で
あ
り
、
翌
年
度
以
降

の
返
済
義
務
を
負
う
こ
と
に
な
り

ま
す
。	

　
以
上
の
よ
う
な
本
市
の
収
入
は
、

個
人
レ
ベ
ル
に
置
き
換
え
る
と

『
大
学
生
』
の
よ
う
な
収
入
構
造

　
Ⅱ	
地
方
債
現
在
高
の
推
移

平成30年度

令和元年度

令和2年度
（見込み）

一般会計

50億円0 100億円 150億円 200億円 250億円

上頓野産業団地造成事業会計同和会計

247億5330万円

97万円

815万円

217万円

1億4221万円

1億7776万円

1億5999万円

206億8298万円

217億7512万円

計208億6889万円

計219億3728万円

計248億9648万円
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で
、
全
体
の
21
・
0
％
を
占
め
て

い
ま
す
。

　
以
上
の
よ
う
な
本
市
の
支
出
は
、

医
療
費
や
教
育
費
（
扶
助
費
）
や
、

住
宅
な
ど
の
ロ
ー
ン
の
返
済
（
公

債
費
）
の
多
さ
や
、
子
ど
も
へ
の

仕
送
り（
特
別
会
計
へ
の
繰
出
金
）

か
ら
、『
中
高
年
の
家
庭
』
の
支

出
構
造
と
い
え
ま
す
。
収
入
が
大

学
生
で
あ
れ
ば
、
支
出
も
大
学
生

の
よ
う
に
す
る
こ
と
が
理
想
で
す

が
、
扶
助
費
な
ど
の
社
会
保
障
経

費
は
削
減
困
難
で
、
自
然
増
・
社

会
情
勢
等
に
よ
り
年
々
増
加
す
る

一
方
で
あ
り
、
支
出
構
造
の
改
善

は
、
一
朝
一
夕
に
達
成
で
き
る
も

の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

�

そ
の
た
め
、
本
市
で
は
、
定
期

貯
金
（
財
政
調
整
基
金
）
の
取
り

崩
し
に
よ
っ
て
、
か
ろ
う
じ
て
収

支
不
足
を
穴
埋
め
し
て
い
る
状
態

で
す
。

支出 収入

義務的経費（特別会計への繰出金含む） 2,820,000円
政策的・投資的経費 340,000円
経常経費 840,000円

自前で調達できる収入 1,328,000円
仕送りなどに依存する収入 2,376,000円
収入不足に対する借入金など 296,000円
 
貯金残高 632,000円
ローン残高（給料の3.4倍） 3,688,000円

令和3年度直方市一般会計予算を家計簿に例えると（年間経費＝400万円）

財
政
改
革
に
よ
っ
て
、
計
画
的

か
つ
安
定
し
た
財
政
運
営
を
。

　

厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、

こ
れ
ま
で
様
々
な
行
財
政
改

革
に
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た

が
、
今
後
は
公
共
施
設
や
イ

ン
フ
ラ
の
維
持
補
修
や
更
新

等
の
長
寿
命
化
対
策
、
中
心

市
街
地
の
活
性
化
等
、
ま
ち

の
発
展
の
た
め
の
投
資
が
必

要
と
な
っ
て
き
ま
す
。
ま
た
、

コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
休
業
・
自

粛
要
請
に
よ
り
厳
し
い
状
況

に
置
か
れ
て
い
る
地
域
経
済

の
立
て
直
し
も
急
務
で
す
。

こ
れ
ら
の
財
源
を
確
保
す
る

た
め
、
さ
ら
な
る
収
入
の
確

保
や
国
・
県
の
補
助
事
業
の

活
用
に
努
め
る
と
共
に
、
全

職
員
が
さ
ら
な
る
コ
ス
ト
意

識
を
持
ち
、
事
業
効
果
を
十

分
に
検
証
し
、
事
業
の
実
施

手
法
な
ど
工
夫
を
凝
ら
す
努

力
を
継
続
し
て
い
く
必
要
が

あ
り
ま
す
。
市
民
誰
も
が
将

来
に
わ
た
り
住
み
続
け
た
い

と
思
え
る
ま
ち
づ
く
り
を
実

現
し
て
い
く
た
め
、
財
政
の

さ
ら
な
る
健
全
化
を
図
っ
て

ま
い
り
ま
す
。
今
後
も
、
市

民
の
皆
様
の
ご
理
解
と
ご
協

力
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

支出 収入

義務的経費（特別会計への繰出金含む） 2,820,000円
政策的・投資的経費 340,000円
経常経費 840,000円

自前で調達できる収入 1,328,000円
仕送りなどに依存する収入 2,376,000円
収入不足に対する借入金など 296,000円
 
貯金残高 632,000円
ローン残高（給料の3.4倍） 3,688,000円

Ⅴ	

直
方
市
の

　

	

今
後
の
行
財
政
改
革

①	給料	 988,000 円①	給料	 988,000 円
　（市税）	 24.7%

②	家賃収入	 180,000 円②	家賃収入	 180,000 円
　（使用料・手数料・負担金など）	 4.5%

③	預金の引き出し	 68,000 円③	預金の引き出し	 68,000 円
　（繰入金）	 1.7%

④	預金の利子や土地の売却など	 8,000 円④	預金の利子や土地の売却など	 8,000 円
　（財産収入）	 0.2%

⑤	前年度の黒字	 0 円⑤	前年度の黒字	 0 円
　（繰越金）	 0.0%

⑥	その他の収入	 84,000 円⑥	その他の収入	 84,000 円
　	 2.1%

⑦	実家からの仕送り　その 1	 1,496,000 円⑦	実家からの仕送り　その 1	 1,496,000 円
　（国・県支出金、各種譲与税など）	 37.4%

⑧	実家からの仕送り　その 2	 880,000 円⑧	実家からの仕送り　その 2	 880,000 円
　（地方交付税）	 22.0%

⑨	銀行からの借入金	 296,000 円⑨	銀行からの借入金	 296,000 円
　（市債）	 7.4%

①医療費や教育費	 1,536,000 円①医療費や教育費	 1,536,000 円
　（生活保護費・障がい者等への扶助費）	 38.4%

②食費	 540,000 円②食費	 540,000 円
　（人件費　議員+三役 +職員）	 13.5%

③子どもへの仕送り	 436,000 円③子どもへの仕送り	 436,000 円
　（特別会計への繰出金）	 10.9%

④住宅などのローンの返済	 308,000 円④住宅などのローンの返済	 308,000 円
　（公債費）	 7.7%

⑤仕事をお願いしたお礼	 512,000 円⑤仕事をお願いしたお礼	 512,000 円
　（委託料=物件費）	 12.8%

⑥家屋の増改築や修繕費など	 320,000 円⑥家屋の増改築や修繕費など	 320,000 円
　（維持補修費、普通建設事業費）	 8.0%

⑦友人や会社への援助金など	 252,000 円⑦友人や会社への援助金など	 252,000 円
　（補助費、貸付金、投資および出資金）	 6.3%

⑧その他	 68,000 円⑧その他	 68,000 円
　（電話代や光熱水費、保険料や消耗品の購入費など）	 1.7%

⑨車や電化製品の購入費	 20,000 円⑨車や電化製品の購入費	 20,000 円
　（備品購入費=物件費）	 0.5%

⑩銀行などへの預金	 8,000 円⑩銀行などへの預金	 8,000 円
　（積立金）	 0.2%


